
 

第 32 回 公益法人の会計に関する研究会 

 

議  事  次  第 

 

 平成 30 年 10 月 15 日（月）13：30～  

                 内閣府公益認定等委員会事務局 第 1 会議室 

 

 

１  平成 30 年度会計研究会の開催について 
 

【資料 1-1】公益法人の会計に関する研究会運営要領（案） 

【資料 1-2】平成 30 年度会計研究会の開催について 

【資料 1-3】平成 30 年度の検討課題とスケジュール（予定） 

 

２  アンケートの集計及び分析について 
 

〔公益法人の会計に関する研究会の報告書等に関するアンケート〕 

（以下「アンケート」とする） 

【資料 2-1】①アンケート実施概要について 

【資料 2-1】②アンケート 

【資料 2-2】アンケート結果【速報】 

【資料 2-3】アンケート結果【カテゴリ‐集計】 

 

３  今後の検討課題について 

 

4  その他 

【資料 4-1】29 年度報告にて日本公認会計士協会への依頼事項とした実

務指針の改正についてご報告（実務指針第 34 号公開草案の

紹介） 

 

以上 



 

公益法人の会計に関する研究会運営要領（案） 

 

 

平成３０年●月●日 

公益法人の会計に関する研究会申合せ 

 

 

１．構成及び運営 

(1) 座長は公益法人の会計に関する研究会（以下「研究会」という。）のメンバー

の互選により定め、座長代理及び主査はメンバーの中から座長が指名する。 

(2) 研究会は、座長が招集する。 

(3) 座長代理は、座長を補佐し、座長が不在のときは、その職務を代行する。 

(4) 主査は、座長を補佐し、審議の内容を整理し、取りまとめを行う。 

(5) 座長は、課題を検討するに際し必要な範囲において、関係者等の出席を求め、

意見を聴くことができる。 

 

２．議事の進行等 

(1) 会議の進行は、座長が務める。 

(2) 議事要旨は、内閣府公益認定等委員会事務局において作成し、メンバーの確認

後公表する。 

 

３．庶務 

研究会の庶務は、内閣府公益認定等委員会事務局において処理する。 

 

４．その他 

この要領に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項は、座長が会議に諮って

定める。 

資料１－１ 



 

平成 30 年８月３日 
公益認定等委員会 

 
 

平成 30 年度会計研究会の開催について 
 
今年度においても引き続き、公益法人の会計上の諸課題に対応するため、平成

29 年度報告を踏まえつつ、以下のとおり研究会を開催することとする。 
 

Ⅰ．検討項目  
① 26 年度報告から 28 年度報告までの成果を振り返り、アンケート等を実施

し、その検証を行う。 
② 29 年度報告において、行政庁が検討を進めることとされた 6 号財産の法

令等の改正ならびに別表Ｈ簡便版に関するフォローアップ等を行う。 
③ そのほか①②を含め、公益法人会計基準の構成や項目についての不足事項

等今後の課題を整理する。 
 

Ⅱ．検討体制  

・ 研究会は、従前どおりのメンバー（別紙）により構成する。 
・ 必要に応じ、学識経験者、法人関係者等から意見を聴取するとともに、委

員との認識の共有を図る。 
 

Ⅲ．スケジュール  

・ 年度内に、研究会を３、４回程度開催。 
・ 年度中に研究会としての報告書を作成し、委員会に報告、公表。 
  （課題の整理のみで結論はないためパブコメ不要の整理。） 

 
 
 
 

 

資料１－２ 



 

 
公益認定等委員会 

公益法人の会計に関する研究会 
構成員名簿 

 
 
 
 梶川 融  日本公認会計士協会公会計協議会会長 
 
 
 金子良太  國學院大學経済学部教授 
 
 
 上倉要介  日本公認会計士協会非営利法人委員会前委員長 
 
 
 高山昌茂  協和監査法人代表社員 
 
 
 長 光雄  新日本有限責任監査法人シニアパートナー 
 
 
 中田ちず子 中田公認会計士事務所、公益財団法人公益法人協会監事 
 
 
（オブザーバー） 
 小森幹夫  公益認定等委員会委員長代理 
 
 小林敬子  公益認定等委員会委員 
 
 惠小百合  公益認定等委員会委員 
 

（敬称略 50 音順） 
 
（注）高山参与、長参与の両氏は、現行の公益法人会計基準（平成 20 年会計基準）を検

討した当時の「会計に関する研究会」の構成員です。 
                                以 上 



 
 

 
 

資料１－３ 

 

 

平成 30 年度の検討課題とスケジュール（予定） 

 

「公益法人の会計に関する研究会」における各回の検討課題及び

スケジュールは、以下のとおりとする。 

 

第 32 回（平成 30 年度第 1 回）（10 月 15 日） 

 

１． これまでの報告書に関する成果の振り返りと検証① 

 

第 33 回（平成 30 年度第 2 回）（12 月 4 日） 

 

１． これまでの報告書に関する成果の振り返りと検証② 

２． 29 年度報告に関するフォローアップ① 

 

第 34 回（平成 30 年度第 3 回）（1 月下旬） 

 

１． 公益法人会計基準等に関する今後の課題の整理① 

 

第 35 回（平成 30 年度第 4 回）（2 月下旬） 

 
１． 公益法人会計基準等に関する今後の課題の整理② 

２． 29 年度報告に関するフォローアップ② 

３． 30 年度の研究会報告書の検討・確定 
 
 

※ 開催予定と検討項目については、研究会における検討を踏まえ、追加又は変更の

可能性がある。 

以 上 
 



公益法人の会計に関する研究会の報告書等に関するアンケート 

実施概要について 

 

 

アンケート実施の趣旨 

公益法人の会計に関する研究会は、これまで平成 26年度から 29年度まで報

告書を公表している。 

このうち平成 26年度から 28年度までの報告書及びそれに伴う「新たな公益

法人制度への移行等に関するよくある質問（ＦＡＱ）」の改訂に関して、成果

を振り返るとともに、公益法人が毎期作成する定期提出書類についても併せて

ご意見をいただき、今後の諸課題に関する検討に資することを目的とする。 

 

 

実施対象及び実施方法 

平成 30年 7月末時点で定期提出書類を提出いただいた公益法人から任意で

抽出した 750法人から、内閣府共通意見等登録システムにより回答 

 

 

アンケート項目（資料２－１②参照） 

（１）財務三基準関係 

（２）公益法人会計基準関係 

（３）28年度報告諸資料関係 

 

 

実施期間 

平成 30年 8月 24日（金）～ 9月 7日（金） 

 

 

回答状況 

アンケート結果速報（資料２－２、資料２－３参照） 

資料２－１① 



資料２－１②



資料２－１②



資料２－１②



資料２－１②
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資料２－２

1

公益法人の会計に関する研究会の報告書等に関するアンケート結果【速報】
（注）以下については、法人の回答内容を単純に集計している。
【法人情報等について】
法人区分と回答率

公益社団法人 公益財団法人 合計
対象法人数 232 518 750
回答法人数 93 216 309

％ 40.1% 41.7% 41.2%

公益目的事業費の規模（グラフ１～３）

1億円未満
1億円以上  10

億円未満
10億円以上 合計

公益社団法人 49 29 15 93
（公社）％ 52.7% 31.2% 16.1% 100.0%

公益財団法人 92 79 45 216
（公財）％ 42.6% 36.6% 20.8% 100.0%

合計 141 108 60 309
％ 45.6% 35.0% 19.4% 100.0%

総資産の規模（グラフ４～６）

5億円未満
5億円以上
30億円未満

30億円以上 合計

公益社団法人 65 11 17 93
（公社）％ 69.9% 11.8% 18.3% 100.0%

公益財団法人 60 82 74 216
（公財）％ 27.8% 38.0% 34.3% 100.0%

合計 125 93 91 309
％ 40.5% 30.1% 29.4% 100%

会計監査人
設置 非設置 合計

公益社団法人 24 69 93
（公社）％ 25.8% 74.2% 100.0%

公益財団法人 53 163 216
（公財）％ 24.5% 75.5% 100.0%

合計 77 232 309
％ 24.9% 75.1% 100.0%

非設置で任意契約の有無
あり なし 回答なし 合計

公益社団法人 26 39 5 70
（公社）％ 37.1% 55.7% 7.1% 100.0%

公益財団法人 71 86 9 166
（公財）％ 42.8% 51.8% 5.4% 100.0%

合計 97 125 14 236
％ 41.1% 53.0% 5.9% 100.0%

1億円未満, 46%

1億円以上10
億円未満, 35%

10億円以上, 
19%

公益目的事業費の規模（全体）グラフ１

1億円未満, 
53%1億円以上10

億円未満, 31%

10億円以上, 
16%

公益目的事業費の規模

（公益社団法人）

グラフ２

1億円未満, 
43%

1億円以上10
億円未満,

36%

10億円以上, 
21%

公益目的事業費の規模

（公益財団法人）

グラフ３



資料２－２

2

1．財務三基準関係
【収支相償】

1-1　別表Ａの収支相償の第二段階の判定（収入－費用）はプラス（剰余金）ですか
プラス プラスでない 合計

法人数 50 259 309
％ 16.2% 83.8% 100.0%

【剰余金解消計画の1年延長】

1-2　26年度報告やＦＡＱの記載について
認識 未認識 合計

法人数 236 73 309
％ 76.4% 23.6% 100.0%

1-3　26年度報告やＦＡＱの記載を認識している場合、当該内容について（グラフ７）

大変役立った
まあまあ
役立った

ほとんど
役立っていない

回答なし 合計

法人数 72 130 14 93 309
％ 23.3% 42.1% 4.5% 30.1% 100.0%

1-4　ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由(資料２－３）

【剰余金の解消理由としての金融資産の取得】

1-5　26年度報告やＦＡＱの記載について
認識 未認識 合計

法人数 221 88 309
％ 71.5% 28.5% 100.0%

1-6　剰余金解消策としての金融資産の取得について
金融資産取得 取得を断念 該当なし 回答なし 合計

法人数 12 9 214 74 309
％ 3.9% 2.9% 69.3% 23.9% 100.0%

5億円未満
70%

5億円以上30
億円未満

12%

30億円以上
18%

総資産の規模

（公益社団法人）

グラフ５

5億円未満, 
41%

5億円以上30
億円未満,

30%

30億円以上, 
29%

総資産の規模（全体）グラフ４

5億円未満
28%

5億円以上30
億円未満

38%

30億円以上
34%

総資産の規模

（公益財団法人）

グラフ６



資料２－２

3

【法人会計区分の省略】

1-7　実施する事業について
公益のみ 収益等も 合計

法人数 194 115 309
％ 62.8% 37.2% 100.0%

1-8　26年度報告やＦＡＱの記載について
認識 未認識 合計

法人数 219 90 309
％ 70.9% 29.1% 100.0%

1-9　26年度報告やＦＡＱの記載を認識している場合、当該内容について（グラフ８）

大変役立った
まあまあ
役立った

ほとんど
役立っていない

回答なし 合計

法人数 56 130 20 103 309
％ 18.1% 42.1% 6.5% 33.3% 100.0%

1-10　ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由(資料２－３）

2．公益法人会計基準関係
【金融商品に関する注記】

2-1　金融商品の状況に関する注記について
注記あり 注記なし 合計

法人数 153 156 309
％ 49.5% 50.5% 100.0%

2-2　27年度報告やＦＡＱの記載について
認識 未認識 合計

法人数 221 88 309
％ 71.5% 28.5% 100.0%

2-3　27年度報告やＦＡＱの記載を認識している場合、当該内容について（グラフ９）

大変役立った
まあまあ
役立った

ほとんど
役立っていない

回答なし 合計

法人数 66 134 7 102 309
％ 21.4% 43.4% 2.3% 33.0% 100.0%

2-4　ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由(資料２－３）

大変役立った
23%

まあまあ

役立った
42%

ほとんど

役立っていな

い
5%

回答なし
30%

1-3 26年度報告やＦＡＱの記載を認識

している場合、当該内容について

グラフ7

大変役立った
18%

まあまあ

役立った
42%

ほとんど

役立っていない
7%

回答なし
33%

1-9 26年度報告やＦＡＱの記載を認識

している場合、当該内容について

グラフ8

大変役立った
21%

まあまあ

役立った

ほとんど 役

立っていない
2%

回答なし
33%

2-3 27年度報告やＦＡＱの記載を認識

している場合、当該内容について

グラフ9



資料２－２

4

【賃貸不動産の時価情報等の注記】

2-5　27年度報告やＦＡＱの記載について
認識 未認識 合計

法人数 175 134 309
％ 56.6% 43.4% 100.0%

2-6　賃貸等不動産について
賃貸不動産

あり
賃貸不動産

なし
合計

法人数 31 278 309
％ 10.0% 90.0% 100.0%

2-7　賃貸等不動産を所有している場合
時価注記あり 重要性なし 時価不明 表示方法不明 合計

法人数 7 22 2 3 34
％ 20.6% 64.7% 5.9% 8.8% 100.0%

賃貸不動産あり31件中2件回答なし
賃貸不動産なしで5件回答あり（5件とも「重要性なし」と回答）

【指定正味財産】

2-8　26年度報告の記載について
認識 未認識 合計

法人数 248 61 309
％ 80.3% 19.7% 100.0%

2-9　指定正味財産がありますか
はい いいえ 合計

法人数 203 106 309
％ 65.7% 34.3% 100.0%

2-10　制約（指定）の内容

維持することが
指定されている

費消時期が
指定されている

公益目的事業に
費消することが
指定されている

合計
(複数回答可）

件数 83 8 123 214
2-9で「はい」で回答なし27件

2-11　指定正味財産を充当した資産の内容（例：建物、株式、預金etc.）（資料２－３）

2-12　最長の費消時期
10年以内 10年超 合計

法人数 17 3 20
％ 85.0% 15.0% 100.0%

2-10で「費消時期が指定されている」8件中7件が「10年以内」、1件が回答なし



資料２－２

5

【他会計振替】

2-13　26年度報告やＦＡＱの記載について
認識 未認識 合計

法人数 225 84 309
％ 72.8% 27.2% 100.0%

2-14　26年度報告やＦＡＱの記載を認識している場合、当該内容について(グラフ１０）

大変役立った
まあまあ
役立った

ほとんど
役立っていない

回答なし 合計

法人数 67 132 8 102 309
％ 21.7% 42.7% 2.6% 33.0% 100.0%

2-15　ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由（資料２－３）

3．28年度報告諸資料関係

３-1　役立った資料

別表H 剰余金 会計基準 FAQ なし
合計

(複数回答可）
件数 127 71 123 104 79 504

大変役立った
22%

まあまあ

役立った
43%

ほとんど 役

立っていない
2%

回答なし
33%

2-14 26年度報告やＦＡＱの記載を認識

している場合、当該内容について

グラフ10



資料２－３

公益法人の会計に関する研究会の報告書等に関するアンケート結果【カテゴリー集計】

1．財務三基準関係
【剰余金解消計画の1年延長】
◇1-4ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由【14件】

カテゴリー 件数
①収支相償がプラスにならないため 12
②担当者の未認識 1
③その他 1

合計 14

【法人会計区分の省略】
◇1-10ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由【20件】

カテゴリー 件数
①収益事業等を実施しているため 6
②区分を省略するメリットがないため 7
③法人会計区分を示すことに意義があるから 3
④収支相償の計算上不利になるため 2
⑤その他 4

合計 22

2．公益法人会計基準関係
【金融商品に関する注記】

カテゴリー 件数
①金融商品を保有していないため 2
②その他 5

合計 7

【指定正味財産】
◇2-11　指定正味財産を充当した資産の内容（例：建物、株式、預金etc.）【100件】

カテゴリー 件数
①有価証券（株式、債券等） 55
②現金預金 57
③建物等の有形固定資産 14
④その他（内容不明含む） 5
⑤該当なし 3

合計 134

【他会計振替】

カテゴリー 件数
①該当がないため 6
②その他 2

合計 8

（注）２法人が２つのカテゴリーを回答しているため、合計は２２件となって
いる。

◇2-4ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由【７件】

（注）例えば株式・現金と回答している場合、有価証券と現金預金のそれぞ
れに件数カウントしているため、合計が１００件となっていない。

◇2-15ほとんど役立っていないを選択した場合、その理由【８件】
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※意見募集期間（平成30年9月21日～10月21日）
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